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企業価値 経済価値 経済・社会価値 経済・社会・組織価値
度数（比率） 7（4．5％） 40（25．5％） 110（70．0％）








































































































































































ley, 1990, pp. 233−258）は，コーポレート・レピュテーションの向上を財務業
績の増大に直結させることの困難さを指摘した。その後，フォンブランはファ
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標への回答で，平均値の上位 10社と下位 10社を順位づけた。次に，上位 10
社と同業種で事業内容も似ている 10社を無作為に抽出した。その上で，レ
ピュテーション指標で順位づけた上位 10社と無作為に抽出した同業種の 10社
の ROAを比較検討した。その結果は表 7のとおりである。表 7より，両グ
ループの平均値を算定すると以下のような結論となった。




した同業種の 10社の ROAを比較検討した。その結果は表 8のとおりであ
る。表 8に基づいて平均値を算定すると，以下のような結論になった。































表 7 上位企業と同業者の ROA
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無作為の同業種 10社，下位 10社と無作為の同業種 10社の ROAをペアにし
て，平均値に差がないかどうかを t検定するために，帰無仮説を設定した。
仮説 3―1 上位企業と同業種企業では ROAの平均値に差がない
























































社会価値，組織価値からなる―である（櫻井, 2005, p. 105; 櫻井, 2008, pp. 92−






































位 10社の平均値が 3．42％であったのに対して，下位 10社の平均値は 2．52％
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であった。これら上位 10社と下位 10社に対応する同業企業の ROAを算定
し，それぞれの平均値を求めた。その結果，「上位企業の ROAの平均値 3．42
％，これに対応する同業企業の ROIの平均値 2．33％である」，また「下位企
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